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１．ごみ焼却施設等の整備計画概要について 

 

移転候補地の選定にあたっての基礎的な条件として、ごみ焼却施設の処理方式・施設の

規模・施設建設に必要な概算の敷地面積等について検討する。 

 

 

１） 処理方式の検討 

 

（１）ごみ焼却施設 

本市の一般廃棄物処理基本計画（平成１８年３月）においては、循環型社会に対

応した施設の整備を進めることとしており、既存焼却施設の移転にあたっては、エ

ネルギー回収推進施設として環境負荷を低減する技術、資源と熱の効率的な回収と

有効利用を行う技術を積極的に導入した施設を整備することとしている。 

以下にエネルギー回収推進施設の例を示す。 
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処理方式の分類 

ごみ処理方式は、焼却処理＋灰溶融方式、ガス化溶融方式及びガス化改質方式の大き

く 3つの方式に分類されます。 

方 式 機 種 概   要 

焼 

却 

処 

理 

＋ 

灰 

溶 

融 

方 

式           

ストーカ

炉 

＋ 

灰溶融炉 

焼却炉はごみの移送と攪拌の機能を有する火格子床面と耐火物で覆われ

た炉壁からなり、燃焼用空気は火格子下部から供給される。投入されたご

みは、乾燥・燃焼・後燃焼の過程経た後、灰となって炉より排出される。

灰は別に設けた溶融炉に供給して溶融する。 

 

 

流動床炉 

＋ 

灰溶融炉 

 焼却炉は、塔状で炉下部に充填した砂を空気により流動させ流動層を形

成する。投入されたごみは、加熱状態の流動砂と攪拌されて短時間に乾燥・

着火・燃焼する。灰の大部分は燃焼ガスに随伴して集塵装置で捕集され、

炉下部から引き抜かれた不燃物と共に、別に設けた溶融炉に供給して溶融

する。 

 

 

 

ガ

ス

化

溶

融

方

式 

一

体

方

式 

 

直接溶融

炉 

 ごみを製鉄用の溶鉱炉状の縦型炉上部から投入する。ごみは炉下部に下

がるに従い、乾燥・燃焼・溶融の過程を経た後、不燃物は全て溶融状態で

炉底部から排出される。ごみとともにコークスや石灰石を投入する機種、

炉底部に高濃度酸素やＬＰＧを吹き込む機種等いくつかのバリエーション

がある。炉上部から出る熱分解ガスは、後段の燃焼室で燃焼する。 

 

分

離

方

式 

 

流動床式 

流動床炉を直接加熱型熱分解炉として使用する。熱分解ガスに随伴した

炭化物（チャー）と灰分は後段の旋回溶融炉で高温燃焼させて溶融する。

金属類やガレキ等の不燃物は熱分解炉下部から排出される。ガレキ類を溶

融する場合は粉砕が必要である。 

 

 

キルン式 

横型の円筒を水平に対してわずかに傾斜させ、円筒の回転運動によって

原料を攪拌・移動させる回転ドラムを用いて、ごみを熱分解炉として使用

する。熱分解炉から排出される不燃物（ガレキ類と金属）・炭化物（チャー）

は後段の溶融炉に供給し溶融する。溶融炉として旋回溶融炉を採用し熱分

解ガスと、チャーを一緒に燃焼溶融する方式と、チャーを燃焼する表面溶

融炉を採用してチャーと熱分解ガスを別々に燃焼する機種がある。前者で

熱分解炉から排出されるガレキ類を溶融する場合は粉砕が必要である。 

ガス化

改質 

方式 

 

 

ガス化 

改質式 

 プッシャーで圧縮されたごみは間接加熱型ガス化炉内を通過する際にガ

ス化と炭化が行われ、ガス化炉と連結する縦型溶融炉（上部はガス改質ゾ

ーン）に送られる。溶融炉下部に堆積する炭化物に高濃度酸素を吹き込み、

一部燃焼・灰溶融・ガス化を行うとともに、溶融炉上部で熱分解ガスの改

質が行われ大部分が水素、メタン、一酸化炭素等の低分子となる。改質ガ

スは水で急冷・生成して回収する。 
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（２） 粗大ごみ・不燃ごみ破砕施設（リサイクルセンター） 

粗大ごみ・不燃ごみ破砕施設の代替施設としては、現在、仮設の施設で運営して

いる市内大安寺西の再生資源中間処理施設（缶、びん、ペットボトル）の機能を併

せ持つリサイクルセンターとしての整備が考えられる。 

一般廃棄物処理基本計画においては、資源物の中間処理について、仮設である再

生資源中間処理保管施設の能力の増強等について検討することとしており、またさ

らにリサイクルセンターについては、ごみ減量・資源循環に関する啓発、体験学習

等を行う市民の学習拠点としての整備を進めることとしている。 

したがって、粗大ごみ・不燃ごみ破砕施設の代替施設については、現行施設と同

様に粗大ごみ及び不燃ごみの破砕・選別機能を整備するとともに、併せてこれらの

再生資源の選別・保管機能ならびに啓発・学習機能を備えた施設としてのリサイク

ルセンターの施設整備を検討する。 

 

 

 

２）施設規模の想定 

敷地面積の設定にあたっての現段階での必要施設規模は、前項におけるリサイクルセン

ターでの受入品目を含め、以下のとおりと想定される。 

施設規模の算定にあたっては、本市の一般廃棄物処理基本計画（平成１８年３月）にお

ける将来ごみ量（対象年度：平成３１年度）により、概算規模として算定した。 

ごみ焼却施設        ：約 370～420トン/24h 

粗大ごみ・不燃ごみ破砕施設 ：約 50～70トン/5h 

 

 

 

３）施設建設に必要な敷地面積 

ごみ焼却施設及び粗大ごみ･不燃ごみ破砕施設は、破砕後の可燃物等を焼却又は溶融処理

することから、現状と同様に同一敷地内に併設することが効率的となる。 

破砕施設は、啓発機能を併せ持つリサイクルセンターとして整備することが考えられる。

これは、啓発・学習等の目的から、広く市民の利用に供されるものであることから、施設

への搬出入車両と、一般来場車両とは、車両動線を区別すべきものである。 

また、本市の施設規模を踏まえると資源物や処分物の搬出入スペースの確保を考慮し、

相当量のスペースの確保が必要であり施設周囲の各方位がクリアでかつ荷役等の作業スペ

ースを確保できることが望ましい。 

従って、環境清美工場の代替施設とリサイクルセンターを併設する場合にも、合棟とす

べきではなく、概算の施設面積としては、以下に示す程度と想定される。 
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敷地面積の算定 

       単位：m2     

 必要面積 

ごみ焼却施設 23,000 

リサイクルセンター 12,000 

搬入道路 5,100 

計量棟 1,000 

緩衝帯（施設の周辺緑地帯 最低幅 Ｗ＝10m） 13,000 

調整池 4,000 

小計 58,100 

ごみ焼却施設の建替え用地 29,100 

計 87,200 

敷地造成による法面及び緩衝帯の余裕面積として 

上記面積の 10％を計上   （87,200×0.1） 

8,720 

合計 95,920 

約 10㌶ 

 

 

※ ごみ処理の継続性・安定性確保の観点から、敷地内における建て替えローテーションが

容易となるごみ焼却施設の建替え用地として、ごみ焼却施設、搬入道路、計量棟等の関

連施設の建設スペースとして１面分の用地(29,100 m2 )を確保しておく。 

※ リサイクルセンターの建て替え用地としては、建て替え建設時期をずらして、ごみ焼却

施設の跡地に建設することにより、計上していません。また、車両基地の用地について

も、計上していません。 

※ 建替え用地の利活用としては、余熱利用施設等の地域還元施設のほか、災害時に発生す

る多量なごみの一時集積スペース、並びに祝祭日及び年末における市民の持ち込みごみ

のための車の仮設駐車場として利用することが考えられる。 

※ 敷地形状は、最短の辺で 140m（施設 100m、周回道路 10m×2、周辺緑地 10m×2）必要と

なる。今回の敷地形状としては、長辺４００m、短辺２５０mの長方形の敷地を仮定して

試算。 

※ 本試算は概略値であり、接続道路、敷地の形状・造成計画等により変動しうることがあ

ります。 
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他都市の事例 

クリーンパーク茂原の概況    

 

 
 

施 設 名 称 クリーンパーク茂原 焼却ごみ処理施設 

事 業 主 体 宇都宮市（上三川町、石橋町との広域事業） 

所 在 地 栃木県宇都宮市茂原町 777番地 1ほか 

建    物 管理棟：地上 3階建て 工場等：地上 7階建て 

炉 形 式 ストーカー炉＋3相アーク式灰溶融炉 

処 理 
能 力 

焼 却 炉 130ｔ/日×3炉＝390ｔ/日 

灰 溶 融 40ｔ/日×1炉 

リサイクルプラザ 135ｔ/5ｈ 

事 業 費 約 223億円(焼却施設)、約 43億円(リサイクルプラザ) 

竣 工 年 月 平成 13年 3月 

煙 突 高 さ 80ｍ 

啓 発 施 設 
学習・体験・情報コーナー、再生品展示コーナー 
工作室、研修室等 

発 電 能 力 定格出力：7,500kW 

余熱利用施設 茂原健康交流センター 

敷地面積 約９.０２ha 
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東部クリーンセンターの概況 

施 設 名 称 所沢市東部クリーンセンター  

事 業 主 体 所沢市 

所 在 地 埼玉県所沢市大字日比田 895番地の 1 

建    物 地下 2階・地上 6階建て 

炉 形 式 ストーカー炉＋電気アーク式灰溶融炉 

処 理 
能 力 

焼 却 炉 115ｔ/日×2炉＝230ｔ/日 

灰 溶 融 30ｔ/日×2炉＝60ｔ/日 

リサイクルプラザ 88ｔ/5ｈ 

事 業 費 約 90億円(焼却施設)、約 18億円(リサイクルプラザ) 

竣 工 年 度 平成 14年度 

煙 突 高 さ 90ｍ 

啓 発 施 設 リサイクルふれあい館 

発 電 能 力 2,500KW×2基 

そ の 他 
新エネルギー施設   
太陽光発電：3ｋW、風力発電：1ｋW 
剪定木チップ化装置 

 

 

敷地面積 約５.９８ha 
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平成１７年度　ごみ・再生資源搬入量

◎　ごみ搬入量
　１．総搬入量 115,174.68 ｔ

可燃ごみ 86.9% 100,054.09 ｔ

不燃ごみ　（大型・有害含む） 11.4% 13,070.12 ｔ

埋立ごみ 1.8% 2,050.47 ｔ

　２.1日平均 （4/1～3/31 365 日間） 315.55 ｔ
可燃ごみ 274.12 ｔ
不燃ごみ　（大型・有害含む） 35.81 ｔ
埋立ごみ 5.62 ｔ

　３．一人１日平均排出量 848 ｇ
平成18年4月1日　人口 371,910 人

　４．一世帯１日平均排出量 2,134 ｇ

平成18年4月1日　世帯 147,888 世帯

　５．家庭系事業系別ごみ搬入量
(単位:t）

　　　前年度対比

　　搬入量　ｔ占有率 　　搬入量　ｔ占有率 　　増減量　 増減率

可燃 58,686.57 49.5% 56,446.49 49.0% -2,240.08 -3.82%

不燃 5,626.95 4.7% 6,511.84 5.7% 884.89 15.73%

大型 3,660.23 3.1% 3,466.30 3.0% -193.93 -5.30%

埋立 1,921.20 1.6% 1,624.27 1.4% -296.93 -15.46%

有害 3.58 0.0% 7.06 0.0% 3.48 97.21%

小計 69,898.53 58.9% 68,055.96 59.1% -1,842.57 -2.64%

可燃 45,440.59 38.3% 43,607.60 37.9% -1,832.99 -4.03%

不燃 3,127.79 2.6% 3,084.92 2.6% -42.87 -1.37%

埋立 203.73 0.2% 426.20 0.4% 222.47 109.20%

　小計 48,772.11 41.1% 47,118.72 40.9% -1,653.39 -3.39%

　　合　計 118,670.64 100.0% 115,174.68 100.0% -3,495.96 -2.95%

※　平成１６年度搬入量には、旧月ヶ瀬村・旧都祁村分を含む

◎　再生資源搬入量
(単位:t）

　　　前年度対比
　　搬入量　ｔ占有率 　　搬入量　ｔ占有率 　　増減量　 増減率

751.35 7.6% 698.32 7.1% -53.03 -7.06%

2,251.19 22.7% 2,146.11 21.9% -105.08 -4.67%

500.40 5.1% 483.02 4.9% -17.38 -3.47%

105.55 1.1% 106.97 1.1% 1.42 1.35%

6,298.09 63.6% 6,373.81 65.0% 75.72 1.20%

1.05 0.0% 1.70 0.0% 0.65 61.90%

　　合　計 9,907.63 100.0% 9,809.93 100.0% -97.70 -0.99%

※　平成１６年度搬入量には、旧月ヶ瀬村・旧都祁村分を含む

その他プラスチック

紙パック

白色トレー

平成１６年度 平成１７年度

家庭系

事業系

平成１６年度 平成１７年度

空き缶

ガラスびん

ペットボトル
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平成１７年度　搬入運搬する廃棄物の量（実績）
単位：ｔ

種類 直営 委託

燃やせるごみ 47,261.34 5,231.65 39,736.96 7,824.14 100,054.09

燃やせないごみ 2,706.95 441.84 2,221.49 4,226.48 9,596.76

大型ごみ 3,157.10 309.20 3,466.30

埋立ごみ 1,624.27 426.20 2,050.47

有害ごみ 7.06 7.06

 小  計 54,756.72 5,982.69 41,958.45 12,476.82 115,174.68

その他ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 5,797.99 511.12 64.70 6,373.81

再生資源 4,736.28

 小  計 11,110.09

 総  計 126,284.77

※　再生資源の量には、新聞・雑誌・段ボール等の量を含む

人口 ごみ総排出量

　　　　　　　（人） （ｔ）

371,910 115,174.68

　　　　　　　　　（ｔ）

316

市民1人１日当たり排出量

　　　　　　　　（ｇ）

848

市収集
許可業者 一般持込 計

1日平均排出量

 

 



奈良市環境清美工場へのごみ搬入車両台数実績

単位：台

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

市直営 3,402 3,853 3,592 3,252 3,557 3,315 3,275 3,471 3,763 3,120 2,807 3,302 40,709

官公庁 376 463 461 502 502 501 537 484 460 290 266 467 5,309

清美公社 408 427 394 392 425 413 396 411 439 403 357 424 4,889

一般家庭 8,532 9,236 8,857 7,276 9,756 7,538 7,813 9,289 7,990 6,065 5,384 8,045 95,781

事業所 1,026 1,164 1,142 1,167 1,302 1,136 1,219 1,273 1,367 748 801 863 13,208

薬品原材料 24 24 22 18 22 15 22 20 24 21 20 20 252

搬出 227 221 222 188 221 190 178 244 244 214 214 230 2,593

許可業者 2,593 2,559 2,561 2,522 2,721 2,561 2,549 2,488 2,823 2,352 2,292 2,633 30,654

合計 16,588 17,947 17,251 15,317 18,506 15,669 15,989 17,680 17,110 13,213 12,141 15,984 193,395

搬入日数 21 22 22 21 23 22 21 22 23 20 21 23 261

１日当たり台数 790 816 784 729 805 712 761 804 744 661 578 695 741

※　資料は環境清美工場計量データより集計

単位：台／日

１７年度
ゴールデ
ンウィーク

お盆 年末
祝日

（GW除く）

車両台数 1,300 668 1,467 1,510

平成１７年度

第9回委員会

参考資料２ H19.5.24

- 3 -


	第
	１． ごみ焼却施設等の整備計画概要について
	１） 処理方式の検討
	（１）ごみ焼却施設






